
(短期入所サービス)
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に

|,ユ 1緊急短期入所ネットワーク加算については、廃止

→ 120    日 票算定要件 (手厚い医療が必要な状態〕
a経鼻胃瞥や胃療等の経腸栄整が行われている状態
g梅造に対する治練を実施している状態
・ 気管切聞が行われている状態 琴
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(※〕算定要件

・ 利用を開始した日から原則7日を限 とする、

算及び緊急短期入所受入加算は 定できない
`t
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(予防結付)
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に

メ訪問弁護.訪間リハと同棒
1介護予防訪間弁護〕生活機能向上連携加0(新規〕→ 180単位/月
十分護予防前間リハピリ予―ション|サ…L‐ス提供負任者と連協した場合の加鼻〔新規〕→  0単位/回

(離 )3月 に1回を限度に算定

選択的サービス複数実施加鼻(I)(新規}t今 4 単位/月 (選択的サービスのうち2種類実施の場合〉
選択的サービス複数実施加算〔ユ〕(新規1欝 7 単位/月 (選択的サービスのうも3種類実施の場合〉

率葉所評価加第 100単位/月 ⇒ 120単位 /月

生活機歯ヒ向上グルーフ括勁加算 t新規〕‐ 1 単位/月 1ヽ週間に 1回以上実施の嶋合〕

〕

5C



につ

L_____‐ ‐

150

150

注〕4、 5を算定した場合には、1～ 3を別に算定することIよてきない

lB運動器機能向上加算 225Hll立
225H上位1.運動器機能向上加算

(参考)

複数プログラムの実施による効果の例 t業 1)

音機能(舌の左右週曲)の改善
逗珀彗機能向上プログラム、日腹極絶向上プログラム、業登改善
プログラムを.それぞれ単強で臭施した場合と複数プログラムを組み

合わせて実施した増合では、複亀プログラムを組み合わせて実施した

方おtⅢ 音機能において改善のとがれられたこ

毒0 J.Ur

4.39
2.51

柱数のプログラムの算定状況(輩郵

介風予防通所介慶 n=11.407
f      毛

:o19路 :

2電軍
7

キ 」'お
°い口・・

:3租顆
:0,1路介議予防盟所IJ′ゼリテーション ロ封4521 ロ幽0

※1)平離盟年度を人保儀健庫増違等事颯「予防補付及び介覆備付における口腔韓権向
サービスの構造に国する機合的研究事彙j

単2)厚生労働省「介阻惜付費東曝調査 平成23年 2月審査分」特用晴算計

5

0
単独

N=57
2種
W36.E

3租
N=35

90,449

91.7馬
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(地域密着型サービス)
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□

ヽ

ヽ

0

1 2 3 4 5

定期巡回(介護B看護〕

区分支給限度額

小規模多機能

複合型サービス

ヽ

ヽ

定翔巡固(弁護のみ)

要介護3 要介護4 要弁護5要介護 1 要介護2

19.480単位 26.750単位 30,600単 位 35,330単位区分支給限度根 16,鮒0単造五

22.250単 位 26,700単 位定期巡回 (介護のみ〕 6.670単位 常1.120単位 17.8 単位

9.270単位 13,920単位 20.720単位 25.310単 位 30,450単 t立定期巡回 (介謹 B看詮〕

25.597単 位 28,120単 位小規模多 能型居宅介謹 11.430単位 16.325単位 23.286単位

常8.150単位 25,111単位 28,347単位 31.934単複合型サービス 13.255単 位



□

。 ..●
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● ●

定期巡回型
●
`

..●
・・
・
°・・

七

球ペレーター

．

●

●

ｌ

O地 域密着型サービスの一類型として創設
0対 象者Iま要介産者のみ(介饉予防サービスは規定していない)
0
(看護や生活援助サービスについても一体的に提供〕

随B吾対応

定期巡回型訪間

61



必要な員数等磯種 買悟警

・交通事情、訪間頻度もを勘案し通切に定期巡回サービスを

提供するためにも要な数以上

定期巡回サービスを

行う訪間介祖員著

常時、専ら臨時簡間サービスの提供に当たる防間介腱員

が 1以上確保されるための螂堅数 (利用者の 遇に支障が
ない掘含、足則巡回サービスに従事することができるⅢ)

夜間・深夜・早申日の時間帯についてはオベレーターが

山時訪間サービスを行う前間介議員等を爺蕩可能とし

匝時前間サービスを

行うI白間介艇員零

介議福れとと、

実璃者研修惨了者

介護R員基  修、
訪間介議員 1級、

訪間  員2争段

訪間介議員署

・ 指時オンコール体制を確保看護H員
保

看     師
ヽ

うち1名以上は、
の保 師又は
薔置師とする

琶謳師、介護揺祉主善{※ |

のうち、常動の音 1人以上

十

ビス提供H任者と  従
事した茜

利用者の処理に支障がない範囲で、当該事業所の他隋種

展ぴ他の事業所・施設等 (特霊・壱健奪の夜勤H員、前間
介議のサービス提供責任苦、夜間対応型訪間介議のオペ

レーター)との兼濁可能

オペレーター

看誼師、介誠福祉士巻(※〕

のうち、 1人似上
上記の 業者のうろ、 1人以上を
計画作成責任音とするむ

常勤・専従の香 (当酸事業所の旧鴻や併設事業所  理
者もとの兼務を阻めるぃ)

曽理琶

(〕() ・
 
・
 
・ 、介銀福祉士、医師、得腱関、准彗盟師亀社焦福社土、介銀支援辱門員

〔注)Eコ・・・介腱B晉臣一体型にのみ配置が必要となる駆  (介腟・看臣連経型0増合は連携先0訪間看阻事業所に配置される〕

※1 訪間介議員寺については、利用者の処遇に支障がない範田で、他の施設等の夜動聴員(加配されている者に限る)との兼務可能
猟2「オベレーションセンターJの設置は設備基準としては求めず、地域を巡回しながら適切に随時のコールに対応する形態も可能
来3利用者がコールを行う、才ペレーターお(コールを受ける際の機器は、一般に流通している通信機器等の活用が可能 63
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メ緊急時訪間看護加毎、特別管理加算,ターミナルケ

ア加算ミ事業開始時支援加算ι介護職員処遇改善加
算は区分支給阻度基準額の算定対象外とするし

3

(注 )小規懐多機能型居宅介謹等の「同一建粕に対する減算」については、複合型サービスには過用しない

ミ



3                      。

※ 現行は80,6

I I イ
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